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省エネ基準を超えた住宅断熱化の意義

HEAT20と住宅性能表示制度断熱等上位等級6･7のねらい

住宅・建築SDGｓフォーラム 第４回月例セミナー
２０２２．１０．１４

北海道斜里町 天に続く道

主な内容

１．技術革新が住宅にもたらしたもの

高断熱化が住空間を変える

２．HEAT20とは

G1～G3の概要

３．住宅性能表示制度

断熱等性能等級６．７の役割

４．おわりに
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開放系から防寒・不燃・防災へ

・ブロック造住宅の開発

・意図しない気密化問題

昭和29年9月26日
洞爺丸台風上陸

北海道の住宅変遷 開拓時代～1960年代

技術革新が住宅にもたらしたもの－1

耐え凌ぐ住宅から創造の住まいへ
北方型住宅

技術革新が住宅にもたらしたもの－２
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暖房室の上下温度差は高効率設備だけでは解決できない

等級２
Ｃ≒9.0㎝2/㎡

等級３
Ｃ≒9.0㎝2/㎡

等級３+ （躯体：等級３+窓：等級４）

Ｃ≒5.0㎝2/㎡

等級４
Ｃ≒3.0㎝2/㎡

等級４+ （躯体：等級４+窓：U=1.9）

1.0㎝2/㎡

5

技術革新が住宅にもたらしたもの－３

空間の温度むらがないということ
→ 住空間をフルに使えるということ

住空間内の温度むらは、高効率な省エネ設備では解消できない

技術革新が住宅にもたらしたもの－４
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１９７０を１００とした場合の変化
世帯当たりの暖冷房エネルギー(二次）

性能向上してもエネルギーが増え続ける原因は何か？

出典：家庭用エネルギーハンドブック2014：住環境研究所
家庭部門のCO2排出実態統計調査

技術革新が住宅にもたらしたもの－５
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出典：住宅・土地統計調査等

平均床面積

冬季死亡増加率(％)
■12未満
■12以上14未満
■14以上16未満
■16以上18未満
■18以上20未満
■20以上22未満
■22以上24未満
■24以上

断熱住宅普及率
全国 ％程度

厚生労働省「人口動態統
計2014年」都道府県別・
月別からグラフ化

総務省「住宅・土地統計
調査2008」を地図化

冬季死亡増加率
全国 ％

断熱住宅の普及が
疾病予防・介護予防に
寄与する可能性

（⼆重サッシ⼜は複層ガラス窓のある住宅数）／
（居住世帯のある住宅総数）
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冬季死亡増加率︓4月から11月の月
平均死亡者数に対する12月から3月
の月平均死亡者数の増加割合（％）

スマートウェルネス住宅等推進調査委員会 研究企画委員会 調査・解析小委員会 2018.1.29（抜粋・編集版）

技術革新が住宅にもたらしたもの－６
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2008年 HEAT20設立のきっかけ 1

2008年 トップランナー基準策定にかかわりながら 考えていたこと

 省エネルギー基準はいずれ諸外国のように一次エネルギーを指標にした基準に
向かうべき

 しかし省エネ性に優れる設備機器を導入すれば簡単に達成できるレベルでは，
H11（1999 年）基準）以降，市民権を得つつある住宅断熱化の流れが後退する
いう強い危機感

➢断熱化は経験・継続により培われる技術力が性能を左右するが、過去がそうで
あるように，関心が薄れた技術の衰退は早く，その再生は極めて困難である。断
熱技術をそうさせてはならない

➢ さまざまな住宅高断熱化を推進する研究会は，特定の住宅工法・断熱技術を
前提としたものが多く，それらにとらわれずオープンな研究会がほとんどない

➢ 国、行政から示される目標ではなく，欧米のように民間などが中心となり，自ら
目標を掲げ，社会に問いかける動きをつくるべき・・日本ではあまりにも少ない

などなど……

2008年 HEAT20設立のきっかけ 2
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seasonⅡ
2012－2016

・EB＋NEB検討（戸建）

・目標水準検討

・導入効果検討 等

●HEAT20G1・G2（戸建）公開

・簡易防露設計手法
・部分空間改修評価 等

seasonⅠ
2009－2012

・EB＋NEB検討 (戸建）
・LCCO2評価
・住宅統計
・海外基準調査 等

技術開発

・性能水準検討
・断熱工法整理
・ B/C検討
・基礎断熱評価 等

情報発信
普及啓発

基盤
情報整備

・断熱工法整理
・ B/C検討
・住宅検証（2016～）

技術開発
評価手法

seasonⅢ
2017－

・戸建から共同へ

・HEAT20G3？

・開口部の最適設計

・ベネフィット確認

・空調スケジュール

・

●設計ガイドブック発行

●G1・G2ラベリング発行

●設計コンペ（陸前高田・密集都市型）

●設計ガイドブックver3

コンテンツ整備
●小冊子発行

●共同G公開予定

●地点補正支援ツール

●新小冊子発行

●戸建 性能検証

seasonⅠ 2009～2011年 １

陸前高田市街地 被災３日後の上空写真 朝日新聞報道写真

３.１１
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seasonⅠ 2009～2011年 ２

seasonⅠ 2009～2011年 ３
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HEAT 20

出典：HEAT20 homepage http://www.heat20.jp/

G1・G2シナリオ（EB）の提案 2016年度

EB 省エネルギー性能

表4 表1の暖房方式における暖房負荷*2削減率 （平成25年基準レベルの住宅との比較）

表5 全館連続暖房方式における暖房負荷*2削減率 （平成25年基準レベルの住宅で表1の暖房方式とした住宅との比較）

表４・５は、H25年基準レベルの住宅（表1に示す暖房方式）の暖房負荷との増減⽐率を示したものです。

外皮性能をG１・G２レベルに向上させた住宅では、⾼効率設備機器の採用、放射環境の向上により暖房設定温度を低くするケースが多いこと、暖房時間の短縮など
の住まい方などの工夫により、表に示す値よりさらに省エネルギー効果が期待できます。

G2 約20%削減 約10%削減 H25年基準レベルと概ね同等のエネルギーで
全館連続暖房が可能

G1 約10%削減 約10%増加 約30%増加 約50%増加

G2 約30%削減 約40%削減 約50%削減

外皮性能グレード 1、2地域 3地域 4、5地域 6、7地域

外皮性能グレード 1、2地域 3地域 4〜7地域

G1 約20%削減 約30%削減

出典：HEAT20 homepage http://www.heat20.jp/

NEB 冬期間の室内温度環境

表2 冬期間、住宅内の体感温度*1が15℃未満となる割合 (表1の暖房式におけるシミュレーション）

表3 冬期間の最低の体感温度*1 (表1の暖房式におけるシミュレーション）

G1 概ね13℃を下回らない 概ね10℃を下回らない

G2 概ね15℃を下回らない 概ね13℃を下回らない

外皮性能グレード 1,2地域 3地域 4〜7地域

（参考）平成25年基準レベルの住宅概ね10℃を下回らない 概ね8℃を下回らない

G1 3%程度 15%程度 20%程度

G2 2%程度 8%程度 15%程度

外皮性能グレード 1,2地域 3地域 4〜7地域

（参考）平成25年基準レベルの住宅 4％程度 25％程度 30％程度

最低室内温度の考え方： ここで示した最低室内温度環境は、一般的な暖房条件のもと、
・通年に渡る住空間の有効利用
・冬季厳寒期の住宅空間内における
・表面結露・カビ菌類による空気質汚染の低減
・健康リスクの低減等 などの観点から設定したものである。

なお、諸外国では健康リスク低減の観点から最低室内温度が推奨・規定されている国もある（以下、参考）

【イギリス Housing Healthy & Safety Rating System】
・10℃ ：高齢者に低体温症が表れる温度 （後に9℃に変更）
・16℃ ：呼吸器障害、心疾患など深刻なリスクが表れる温度

【アメリカ】
・13℃ ：冬期夜間において維持すべき最低温度

（New York City Administrative Code）
・15℃ ：冬期夜間に維持する温度

（ペンシルバニア州）

HEAT 20

出典：HEAT20 homepage http://www.heat20.jp/

G1・G2シナリオ（NEB）の提案 2016年度
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G1・G2 性能水準の提案 2016年度

第三の水準の提案に向けて

seasonⅢ 2017年以降 何を考えたか １
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第三の水準の提案に向けて

2017年度報告会資料

seasonⅢ 2017年以降 何を考えたか ２
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部分間欠

全館連続

G3

UA=0.26

G2

UA=0.45

G1

UA=0.56

H28

UA=0.87居室連続

自然室温＝０

全館連続＝1

同じ暖房負荷で温熱環境の向上 ⇒ Ｈ28→Ｇ1→Ｇ2
Ｇ2→Ｇ3

同じ温熱環境を暖房負荷50％で実現 ⇒ Ｈ28→Ｇ2
Ｇ2→Ｇ3 

第三の水準の提案に向けて

seasonⅢ 2017年以降 何を考えたか ３
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seasonⅢ 2017年以降 何を考えたか ４

第三の水準の提案に向けて

戸建住宅G1・G2・G3シナリオの提案 2019年度
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性能水準 戸建住宅･共同住宅
上段 ：外皮平均熱貫流率UA値 ［W/（㎡・K）］
（下段） ：熱損失係数Q値 ［W/（㎡・K）］断熱水準

地域区分

1 2 3 4 5 6 7 8

H4年基準相当 0.54 0.54 1.04 1.25 1.54 1.54 1.81 設定
なし（1.8） （1.8） （2.7） （3.1） （3.6） （3.6） （3.6）

H28年基準相当
0.46 0.46 0.56 0.75 0.87 0.87 0.87 設定

なし（1.6） （1.6） （1.9） （2.4） （2.7） （2.7） （2.7）
HEAT20 G1

最終版
0.34 0.34 0.38 0.46 0.48 0.56 0.56 ―

（1.3） （1.3） （1.4） （1.6） （1.6） （1.9） （1.9）
HEAT20 G2

最終版
0.28 0.28 0.28 0.34 0.34 0.46 0.46 ―

（1.15） （1.15） （1.15） （1.3） （1.3） （1.6） （1.6）

2019
6/27

案

HEAT20 G3 0.20 0.20 0.20 0.23 0.23 0.26 0.26 ―
（0.95） （0.95） （0.95） （1.01） （1.01） （1.07） （1.07）

HEAT20 C2 0.34 0.34 0.46 0.57 0.68 0.68 0.68 ―
（1.36） （1.36） （1.71） （2.05） （2.14） （2.14） （2.14）

HEAT20 C3 0.28 0.28 0.28 0.36 0.36 0.36 0.36 ―
（1.16） （1.16） （1.16） （1.41） （1.41） （1.41） （1.41）

上段 ：外皮平均熱貫流率UA値 ［W/（㎡・K）］
（下段） ：熱損失係数Q値 ［W/（㎡・K）］

外皮強化基準
・国交省 LCCM，SB先導

地域型住宅グリーン化
・経産省 ZEH，ZEH＋

⾼層⾼度ZEH-M事業
・環境省 ZEH-M など

0.4 0.5 0.6

外皮性能のさらなる強化
・経産省ZEH＋、

NearlyZEH+など
0.3 0.4 0.5

8地域
は別途

※共同住宅における隣住戸の温度差係数 H は、2地域では H=0.05、6地域では H=0.15としている

戸建住宅G1～3グレードと諸外国水準比較
(ドイツ・アメリカは2013.12時点）

※住宅などで暖房に必要な熱量を計算する際に用いる指標。
暖房を必要とする期間中の日平均外気温と暖房温度の差の積算。

温暖 暖房デグリーデー (℃日) 寒冷

低

断
熱
性
能

高

1,2：北海道
3 ：⻘森、岩⼿、秋⽥
4：宮城、山形、福島、

栃⽊、新潟、⻑
野

5,6：東京等のその他地
域
7 ：宮崎、鹿児島
8 ：沖縄
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日本（H25年基準・新法省エネ基準）
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ドイツ

※ 住宅全体で基準値が設定
されていない国については、
部位の基準値を用い一定
の仮定をおいて試算。

HEAT20 G1

HEAT20 G2 

地域区分

HEAT20 G3
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戸建住宅G1～Ｇ3 共同住宅Ｃ2・Ｃ３ ６地域 東京
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UA＝0.80
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冬期間の最低の体感温度 （おおむね○℃を下回らない） [℃]
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2
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暖
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]

●木造戸建住宅 ■ RC造共同住宅

地方自治体の取り組み例

①山形県・・・「やまがた健康住宅基準」を制定（２０１８年）
ＨＥＡＴ２０のＧ１・Ｇ２レベルを参考にして設定。
認定・助成制度

②鳥取県・・・「とっとり健康省エネ住宅」を制定（２０２０年）
ＨＥＡＴ２０のＧ１・Ｇ２・Ｇ３レベルを参考にして設定。
県内事業者・県産材の使用。認定・助成制度。
２０３０年までに新築の５０％が目標。

③宮城県・・・「みやすま健康省エネ住宅ラベリング制度」
（２０２１年） 室内温度１８℃の確保
ＨＥＡＴ２０Ｇ１・Ｇ２・Ｇ３を参考にして設定。

④東京都・・・「東京ゼロエミ住宅」を多段階化

その他・・・北九州市、北海道など
13



改めて HEAT20の 『基準体系』 １

多様な気候風土のなかで、外皮性能（UA値やQ値など）を満たしても

同じ室内環境、省エネ性は担保できない

→UA値を地域補正するという考え方

大切なことは、UA値を満たすことではなく、

目標とする温熱環境、エネルギー性能を実現すること

改めて HEAT20の 『基準体系』 2
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HEAT 20

■外皮水準地域補正ツール
・

暖房負荷が最大の都市

■入力画面

HEAT 20 ３〜５地域の地域補正結果
５地域 ４地域 ３地域

Ｇ３

Ｇ２

遠野

盛岡松本

会津若松

古川

山形

大船渡

宇都宮

福島

相馬

仙台

ラインより上は緩和、下は強化が必要
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0.2

0.25

0.3
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0.4

0.45
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暖房度日DD2020
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HEAT20 住宅認証システムについて

詳しくは http://www.heat20.jp/jyutakuninsho/jyutakusystem.html

HEAT 20

■熱負荷計算ソフト「ホームズ君」／株式会社インテグラル
HEAT20住宅水準「住宅シナリオ計算書出力機能（住宅システム認証用）」

１月中旬にインテグラルがプレス発表する予定
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設計ガイドブック2021 構成 2021.５発刊

３地域 ５地域
盛岡 主居室連続モード 宇都宮 部分間欠モード

NEB：夜間の室内温度降下 設計GB2021より
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HEAT 20 NEB（室内温度環境性能） 設計GB2021より

最寒期 23時 LDK暖房中 室温分布5地域 宇都宮

EB：冷房負荷 ５地域 宇都宮 設計GB2021より

部分間欠モード
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EB 最大暖房負荷 設計GB2021より

３地域 盛岡

主居室連続モード

５地域 宇都宮
部分間欠モード

HEAT20 今後のアウトプット

【今後の主な発刊の予定】

・仮称 「まどの本」

・G２～３ 施工マニュアル

・暮らし方事例集 など
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出所：エネルギー基本計画（素案）の概要 令和3年7月21日 資源エネルギー庁

２０２１の動き ・・脱炭素への加速

２０２１の動き ・・脱炭素への加速

20



２０２１の動き ・・脱炭素への加速

２０２１の動き ・・脱炭素への加速

21



２０２１の動き ・・脱炭素への加速

２０２１の動き ・・脱炭素への加速

22



２０２１の動き ・・脱炭素への加速

２０２１の動き ・・脱炭素への加速

23



２０２１の動き ・・脱炭素への加速

次世代省エネ基準（等級４）が「誘導基準」になり得た期間

 先進的住宅生産者に対しては
おそらく・・・戸建は十年

共同住宅は二十年程度 か

 それより前の省エネ基準はおそらくもっと短い

 そういう意味では、日本には中長期にわたり効力の
ある誘導基準はほぼなかったと言ってよい。

これまでのような比較的容易に手の届く誘導だけでは
大胆な技術革新は生まれず

３０年後に脱炭素社会を実現することは難しい
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断熱等性能等級５・６・７の意義

等級４との比較のなかでエネルギーと環境の質の観点から
明解な違いを説明できる多段階目標

等級５
→ 2025年義務化予定の等級４からの短期的誘導水準

等級６
→今後十数年以上、真の誘導基準として機能する水準

等級７
→２０５０年においても誘導目標になり得、住宅生産・断熱
建材・開口部材の技術革新に貢献する水準

断熱等性能等級５・６・７の意義

我が国にこれまでなかった

2050年まで現役性を保つ「多段階的な新たな目標」が、

これらが住まい手やつくり手の意識改革を促し、

暮らしの質を向上させ、

我が国の脱炭素化と良質な住まいづくり、

そして内需中心の産業界の世界戦略への

強い牽引役になることを期待
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設計施工
北海道旭川市 芦野組性能向上が住宅を変える

最も確実な技術革新・普及の手段

道総研建築研究本部庁舎
計画・環境・構造がコラボして実現できた
自然エネルギーとハイコンタクトなファサード

庁舎の主な受賞歴
・省エネ建築賞 国土交通大臣賞
・（社）空気調和衛生工学会 学会賞
・（社）日本建築学会 作品選奨
・日本建築家協会 環境建築賞
・公共建築協会 優秀賞 ほか

基本構想・基本計画・実施設計 ：アトリエブンク、鈴木、総合設備設計、北海道ほか

施工 ：旭川市内ローカルゼネコン・設備会社ＪＶ （計４１社）
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遮熱

自然光

環境から外皮を考える

改めて考える・・住宅・建築外皮の価値

 ノンエナジーベネフィット （空間の質）の向上

 エナジーベネフィット （量）の向上

震災後、岩手県陸前高田市気仙町長部要谷・福伏地区の高台から見る風景

 建築・地域技術の継承

 地域経済・地域雇用の活性化

 安心居住・・・コミュニティーの継続

風景の再生・創造
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